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英仏の最低賃金決定方式 

—日本の最低賃金制度に対する示唆— 

目安制度のあり方に関する全員協議会 2015／04／24 神吉知郁子（立教大学） 

 

Ⅰ フランスの法定最低賃金 

 

全職域成長最低賃金：SMIC (Salaire minimum interprofessionnel de croissance) 

→1970 年より，全国一律。ただし見習期間は年齢・年数による減額あり。 

制度目的：低賃金労働者の①購買力の保証，②国民経済の発展への参加の保証 

 

１．決定方式 

 

（１）定時改定（1 月 1 日） 

    基本賃金の購買力増加分の 2 分の 1 以上（141 条 5 項） 

（２）随時改定：インフレ率が 2％を超えて上昇した場合（141 条 3 項） 

（３）政府裁量 

→大臣閣議を経たデクレで決定。 

 

＊（１）と（２）の増額は法律上の義務とされている。 

＊（１）の計算例：2014 年の増額 

  0.5％（2013 年度第 3 四半期の基本賃金購買力増加分(0.9％)×1/2） 

＋0.6％（2013 年度の，タバコを除く消費者物価指数の上昇率） 

＝1.1％ 

→時間あたり 9.43 ユーロ（2013 年度 SMIC）×1.011＝9.53 ユーロへ増額（2014 年度） 

＊（３）政府裁量額は，団体交渉全国委員会の答申後に政府が決定する。2008 年に政

府から独立した「専門家委員会」1が設置され，その年次報告書の内容が影響している。 

 

                                            
1 フランス専門家委員会（Groupe D’experts）の構成は以下のとおり（2014 年）。 

委員長 : Francois BOURGUIGNON（パリ経済学校教授），委員: Pierre CAHUC（エ

コール・ポリテクニーク教授，国立統計経済研究所），Eve CAROLI（パリ第 9 大学教

授），Dominique GOUX（CREST 社会学研究所研究員），Stefano SCARPETTA（OECD

雇用労働社会問題部門ディレクター），統括報告者: Julien DEROYON（国立統計経済

研究所），報告者 : Sevane ANANIAN（労働・社会関係・家族・連帯省調査研究統計

局），Sophie OZIL（財務省）。経済，統計の専門家としての性格が強い構成である。 
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２．近年の改定状況 

 

・18 歳以上の通常労働者 

2010年1月1日 8,86 € 

2011年1月1日 9 € 

2011年12月1日 9,19 € 

2012年1月1日 9,22 € 

2012年7月1日 9,40 € 

2013年1月1日 9,43 € 

2014年1月1日 9,53 € 

2015年1月1日 9,61 € 

 

 

・見習実習生（apprenti）の最低賃金 

年齢 年数 SMIC 比 

18 歳未満 1 年目 25% 

2 年目 37% 

3 年目 53% 

18 歳から 21

歳 

1 年目 41% 

2 年目 49% 

3 年目 65% 

21 歳以上 1 年目 53% 

2 年目 61% 

3 年目 78% 

 

３．最低賃金労働者の特徴（＊専門家委員会の考慮要素一覧は，参考資料参照。） 

 

最低賃金労働者（smicard）：2014 年時点で約 160 万人 

→見習実習生，臨時雇用者を除く全労働者の 10.8％を占める。 

 

（１）使用者規模 

企業規模が小さいほど最低賃金労働者比率が高い（10 人未満企業で 24.4％，500 人以

上企業では 4.6％） 

 

（２）産業・職種 

多い 

・宿泊，飲食業（34％）…ファーストフードに限ると 63％ 

・その他のサービス業（アート，興業，スポーツ）（21％） 

・衣料品小売（36％） 

・ヘルスケア（19％） 

少ない 

エネルギー（1％），情報コミュニケーション（2％），金融・証券（3％） 
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（３）性別 

女性労働者（14％）＞男性労働者（8％） 

→女性は，パートタイム労働者，宿泊・飲食業に従事する割合が高い。ただし同条件で

も女性は男性の 1.4 倍最低賃金労働者となる確率が高い。 

 

（４）年齢 

25 歳未満（30％）＞40 歳以上（9％） 

→ほとんどの場合，最初の雇用の賃金は SMICと同額。同じ条件でも 25 歳未満労働者

は 30 代労働者より 2.6 倍最低賃金労働者となる確率が高い。 

 

（５）生活水準との関係 

 

・第１〜第３十分位の世帯では SMIC×１．１労働者割合が高い。 

 

４．フランスの最低賃金決定の特徴 

 

・「水準」は論点ではない（むしろ，社会保障制度の方で SMICが参照されている）。 

・法律上，自動的引上げ方法が定められている（標準生計費による制度設計の挫折）。 

・労使の関与は限定的（団体交渉全国委員会の答申は，実質的な影響をもたない）。 

・2008 年の専門家委員会設置以降，統計データが重視されるようになっている。 
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Ⅱ イギリスの法定最低賃金 

 

全国最低賃金：National Minimum Wage 

→1999 年より，全国一律。ただし見習期間，年齢による減額あり。 

制度目的：法律上の明文なし 

政府の基本方針：「全国最低賃金の額は，低賃金労働者の雇用に悪影響を及ぼさない範

囲で，可能な限り低賃金労働者の援助となること」を目的とする。 

 

１．決定方式 

 

国務大臣に決定・変更権限（低賃金委員会（Low Pay Commission）2への諮問が慣例）。 

低賃金委員会は「全国最低賃金がイギリス経済全体およびその競争力に与える影響に配

慮し，かつ通商産業大臣が問題を付託する際に特定した付加的要素について考慮しなけ

ればならない」（全国最低賃金法 7 条 5 項）。 

→事実上，雇用と経済への影響が２大考慮要素となっている。 

→例年，10 月に改定。 

→低賃金委員会の勧告に拘束力はないが，これまで勧告どおりの額が採用されている。 

 

２．近年の改定状況 

 

 21 歳以上 18 歳以上 21 歳未満 18 歳未満 見習訓練生（*） 

2010年 10月 1日 £5.93 £4.92 £3.64 £2.50 

2011 年 £6.08 £4.98 £3.68 £2.60 

2012 年 £6.19 £4.98 £3.68 £2.65 

2013 年 £6.31 £5.03 £3.72 £2.68 

2014 年 £6.50 £5.13 £3.79 £2.73 

2015 年（予定） £6.70(3%) £5.30（3.3％） £3.87(2.2%) £2.80(2.6%) 

＊見習訓練生（apprentice）に該当するのは，16 歳以上 18 歳未満の労働者と，19 歳

                                            
2イギリス低賃金委員会の構成は以下のとおり（2014 年）。議長：David Norgrove（オ

ックスフォード大学教授），委員：Kay Carberry（労働組合会議・事務総長補佐），Neil 

Carberry（イギリス産業連盟・雇用技術部長，Richard Dickens（サセックス大学経済

学部教授），Peter Donaldson（コンサルティング・マーケティング会社社長），Bob 

Elliott（アバディーン大学経済学部教授），Neil Goulden（コンサルティング会社社長），

John Hannett（Usdaw（＊組合）事務総長）Brian Strutton（GMB（＊公務員組合）

全国局長）。労使同数の定めはないが，実質的にバランスを考慮して構成するのが慣例。 
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以上であっても入職 1年目の労働者。このカテゴリーの減額が設定されたのは 2010年。 

 

３．最低賃金の考慮要素 

 

（１）低賃金委員会のスタンス 

 

「我々の勧告は，広範囲にわたるエビデンスの検証に基づいている」 

→・コンサルテーションに対する書面回答…163 件 

 ・オンライン調査に対する回答…549 人 

 ・1 年間の定例会議…参加 15 団体 

 ・11 月の口頭セッション…参加 32 人 

 ・関係者と会合…30 回 

 ・視察…会合 54 回，現地 8 回（ベルファスト，サウザンプトン，リーズ，グラスゴ 

     ー，リバプール等） 

 ・雇用・賃金状況に関する外部調査…6 件（3 件は２年にわたる調査） 

 ・国立統計局（ONS）の経済調査 

 

（２）2015 年低賃金委員会報告書の構成（詳細は参考資料参照） 

  １．2014 年 10 月適用の最低賃金額をめぐる経済的状況 

     GDP，インフレ率，賃金上昇率，失業率など 

  ２．全国最低賃金のインパクト 

    最低賃金労働（者）の特徴，低賃金産業の賃金改定状況，賃金と雇用・労働市 

    場・イギリス経済への影響 

  ３．若年者と見習訓練生 

  ４．見習訓練生適用額の構造の見直し 

  ５．コンプライアンスと運用 

  ６．勧告する最低賃金額 

 

（３）最低賃金労働（者）の特徴 

2014 年 10 月時点で約 120 万人（全労働者の約 5.3%）。 

 

・使用者規模 

企業規模が小さいほど最低賃金労働者比率が高い（10 人未満企業で 12.2％，250 人以

上企業では 3.8％）。 
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・産業・職種 

清掃（31.2％） 

理髪（28.8％） 

宿泊・接客（24.6%） ＊人数では最も多く，全最低賃金労働者の 24.7％を占める。 

派遣（14.5%） 

 

・性別 

女性労働者（6~10%）＞男性労働者（4~6%） ＊調査による違いあり。 

 

・年齢 

 

・生活水準 

 

世帯所得の分布でみると，最低賃金労働者は第３〜第 6十分位に多く分布している。 

→稼働年齢のみの所得分布でみると，第 2〜第 4十分位に多くなる。 

→無職・各種年金生活世帯を除くと，第 1〜第 2十分位に多くなる。 

 

（４）結論要旨 

 

「2014 年度の全国最低賃金は，リーマンショック不況以降，初の実質的増額であった。

当委員会は，経済状況の回復が続けば，以前の最低賃金額の最高レベルまでの引き上げ

も見込んでいた。今年は，失業率の改善は予想を上回ったが，原油価格やインフレ率は

落ちている。名目賃金上昇率も小幅にとどまっている。これらの状況に鑑みて，当委員
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会は，全国最低賃金の急激な増額は雇用状況を悪化させると判断した。おそらく，その

影響は小規模企業や低賃金産業だけにとどまらないであろう。しかし，経済状況は回復

基調であり，とくに低賃金分野において雇用が改善していることから，今年は最低賃金

のさらなる実質的な増額をすべきだと考える。当委員会は，2015 年 10 月から成人に適

用される全国最低賃金額を，前年比 3％増加の 6.70 ポンドとすることを勧告する。等

勧告時の予想インフレ率は 1.0％から 1.5％であるから，この勧告額は昨年に続いて実

質的な増額となり，2007 年の実質最低賃金額からのダウン幅の 3 分の 2 を回復するも

のである。…」 

 

４．イギリスの最低賃金決定の特徴 

 

・「生活賃金」のような考え方は明確に排除されている（家族状況や社会保障制度によ

って可処分所得は影響されるから）。ただし，低賃金労働者の賃金収入の増加は，社会

保障負担を減らす（＝納税者の利益）というメリットがあると考えられている。 

・エビデンスに基づく政策決定の一つとして位置づけられている。 

・労使委員は出身母体の代理人ではなく，労使の意見はヒアリングで聴取する。 

・全会一致でなければ政府に対する説得力を欠く（＝低賃金委員会の議論を無視して政

府裁量で最低賃金を決めてしまう可能性がある）ため，議長と有識者委員の投票権を背

景に，労使が妥協する。 

 

Ⅲ 日本に対する示唆 

 

・「水準」論 

→絶対的水準（生活保護）or 相対的水準（平均賃金）？ 

＊最低賃金額と生活保護費の比較方法の見直し 

 

・最低賃金の影響を受ける労働タイプ・労働者の把握 

→誰のための最低賃金か？ 

＊影響を受けやすい領域については，特別の措置（減額等）を検討する可能性 

 

・最低賃金の社会的位置づけの明確化 

→なぜその最低賃金額なのか？ 

＊算定根拠の明示と説明 
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参考：「最低賃金額のフルタイム労働者平均賃金比の国際比較」 
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